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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件



愛知国民年金 事案 3475 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年 10月から 46年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

 住 所 ：  

           

   

   

   

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年 10月から 46年３月まで 

             ② 昭和 61年７月から同年９月まで 

    私は、申立期間当時は自営業をしていたため、国民年金に加入し、保険料

は自宅に来ていた集金人に納付していたり、金融機関で納付したりしていた。

申立期間の保険料は必ず納付しており、加入期間の途中で納付していないと

ころがあるのはおかしいので、申立期間について、国民年金保険料を納付し

ていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳によると、申立期間①前後に係る保険料につ

いては、いずれも現年度内に納付されていることから、この頃、申立人は定期

的な保険料の納付に努めていたことがうかがえ、かつ、申立期間①は６か月と

短期間である。 

また、申立人は、申立期間①の保険料については、自宅に来ていた集金人に

納付していたと思うとしているところ、申立人が居住しているＡ市は、昭和

53 年度末までは集金人（国民年金推進員）による保険料徴収を行っていたと

していることから、申立人の主張は当時の同市における保険料の徴収方法とも

一致している。 

さらに、申立人は、申立期間①当時は集金人が自宅に来ており、仮に納付し

ていない保険料があれば、集金人はその旨を伝え当該保険料を納付させるのが

通常であると思うとしているところ、申立人が所持する国民年金手帳によると、

申立期間①直前の昭和 45 年７月から同年９月までの期間及び申立期間①直後

の 46 年４月以降の国民年金印紙検認記録欄には、いずれもＡ市Ｂ区の集金人



の検認印が押されている。このため、申立人は、申立期間①前後の保険料と同

様に申立期間①の保険料を同一地区担当の集金人に納付することが可能であ

り、申立人も生活状況に大きな変化は無かったとしていることから、定期的な

保険料納付に努めていた申立人が申立期間①の保険料を納付していたと考え

ても不自然ではない。 

一方、オンライン記録によると、申立期間②前後に係る保険料については、

いずれも現年度に納付されているものの、前述のとおり、Ａ市では集金人制度

が実施されていたのは昭和 53 年度末までであるため、集金人に保険料を納付

していた申立期間①とは状況が異なるほか、申立期間②については、保険料の

過誤納による還付記録が確認でき、当該過誤納の発生日及び還付の決議日が

「昭和 63年 12月 21日」、過誤納理由が「時効期間納付」とされていることが

確認できる。これは通常の事務処理を勘案すると、申立人は申立期間②に係る

保険料を昭和63年12月に納付したものと推認でき、この時期を基準とすると、

申立期間②の保険料は既に時効（２年）が成立しているため、上記の過誤納理

由とも符合する。これらのことから、申立期間②の保険料については、申立人

がこの頃に納付したものの、時効後の納付であったため還付処理されたものと

考えられる。 

また、申立人は、申立期間②の保険料が還付処理されたことについて、自身

は覚えていないことから不信感を抱いている。しかしながら、ⅰ）還付処理に

ついては、原則として被保険者が還付請求書を提出しなければ行政庁は還付処

理を行うことはできないところ、Ａ市の被保険者名簿を見ると、「昭和 64年１

月５日」に申立期間②の保険料に係る還付請求書が受付された記載が確認でき

ること、ⅱ）オンライン記録によると、還付請求書の提出後、送金（支払）通

知書が「平成元年１月 27 日」に作成され、これら一連の還付処理は速やかに

行われており、この事務処理に不適切さは見受けられないこと、ⅲ）申立人は

上記還付処理が行われた頃において住所地の変更は無いため、還付処理に係る

通知等が行われなかった可能性も少ないものとみられることを思慮すると、申

立人が当該還付処理を知り得なかったとする事情までは見いだせない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 45年 10月から 46 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



愛知厚生年金 事案 7390 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額の記録については、１万 2,000円に訂

正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、当該期間において、その主張する標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納

付の特例等に関する法律に基づき、申立人の当該期間に係る標準賞与額の記録

を 28万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年４月 30日 

             ② 平成 15年７月 31日 

    申立期間①については、賞与支給に係る年金記録が無く、申立期間②につ

いては、標準賞与額は記録されているが、年金額に反映されない記録となっ

ているので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社から提出された賞与管理データにより、申立人

は、当該期間において、15 万円の標準賞与額に見合う賞与を支給され、１万

2,000 円の標準賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の



いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与管理データにおいて認

められる保険料控除額から１万 2,000円とすることが妥当である。 

申立期間②については、Ａ社から提出された賞与振込依頼表及び賞与額逆算

出シートにより、申立人は、当該期間において、その主張する標準賞与額(28

万 4,000 円)に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は、申立期間①については、当該期間の賞与支払に係る

届出を社会保険事務所（当時）に提出していないと認めており、また、申立期

間②については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、当該

期間における事務手続を失念していたとして届出を行っていることから、社会

保険事務所は、申立人の申立期間①及び②に係る標準賞与額に基づく保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 7391 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない

記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、当

該期間の標準賞与額を申立期間①は１万2,000円、申立期間②は15万7,000円、

申立期間③は23万8,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年７月 20日 

             ② 平成 19年 12月 20日 

             ③ 平成 20年７月 20日 

    申立期間において、Ａ病院から賞与を支給されているが、当該賞与に係る

厚生年金保険の記録が無い。当該賞与から厚生年金保険料が控除されていた

ので、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主提出の賃金台帳から、申立人の申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれ

ぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、申立期間①は１万2,000円、申立期間②は15万7,000円、



申立期間③は23万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成23年３月22日に、

事業主が申立期間における事務手続を失念していたとして訂正の届出を行っ

ていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る当該期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 



愛知国民年金 事案 3476 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年５月から４年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年５月から４年３月まで 

    私は、申立期間当時は大学生で他県に居住していたが、住民票は実家であ

るＡ市のままにしていた。母親から、学生は国民年金に任意加入ではあった

が将来のために、私が 20 歳になった時に同市役所Ｂ出張所で国民年金の加

入手続を行い、保険料を納付していたと聞いている。母親がきちんと漏れが

無いように納付してくれていると思うので、申立期間の国民年金保険料を納

付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする母親は、申立人

が 20 歳（平成元年＊月）になってすぐに、Ａ市役所Ｂ出張所で国民年金の加

入手続を行い、その後、年金手帳は交付されなかったが、申立期間の保険料を

同出張所で半年分か１年分ごとにまとめて納付していたと思うとしている。 

しかしながら、Ａ市によると、申立期間当時、同市役所Ｂ出張所において、

国民年金の加入手続を行うことは可能であったものの、国民年金保険料の収納

は行っていなかったとしているほか、加入手続を行った者に対しては、後日、

市役所本庁から年金手帳を郵送していたとしていることから、母親の説明と相

違する。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は平成７年５月にＡ市で払い出されており、申立人に対

して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、

この頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際に、国

民年金被保険者資格の取得日を同年１月 19 日（10 年 11 月９日付けで、厚生

年金保険被保険者資格を喪失した７年１月 18日に訂正されている。）とする処



理が行われたものとみられる。このため、申立人は、申立期間において国民年

金に未加入であり、母親が保険料を納付することはできなかったものと考えら

れる。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿においても、申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる形跡は見当たらない上、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3477 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年５月から 50年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年５月から 50年３月まで 

    学生であった 20 歳の時に、父親が私の国民年金の加入手続を行い、婚姻

後の昭和 60 年頃まで国民年金保険料を納付してくれていたと思う。私が現

在所持している年金手帳は、厚生年金保険に加入した時のものだが、それ以

前の手帳は父親から受け取っていないものの、見せてもらった記憶があり父

親の手元にあったように思う。申立期間の保険料を納付していたことを示す

資料は無いが、私の保険料は母親の保険料と一緒に父親の口座から引き落と

されていた時期もあり、母親の保険料には未納は無く、私の保険料だけが未

納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与し

ておらず、これらを行ったとする父親は既に亡くなっていることから、申立人

の国民年金の加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、20歳に到達した昭和 48年＊月に父親が申立期間に係る国

民年金の加入手続及び保険料納付を行ってくれ、年金手帳を見せてもらった記

憶があるとしているところ、オンライン記録、国民年金手帳記号番号払出補助

簿及び申立人の国民年金手帳記号番号前後の任意加入被保険者の資格取得状

況によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、51 年２月頃にＡ市に払い出

されており、これ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された

形跡は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行

われ、その加入手続の際に、資格取得日を 50年５月 10日（平成 18年 11月９

日付けで申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和50年５月31日に

訂正。）とする事務処理が行われたものとみられる。この加入手続時期を基準



とすると、申立人は、申立期間において国民年金に未加入であるため、父親が

申立期間に係る年金手帳を所持していたとは考えられず、保険料を納付するこ

とはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人は、母親については、国民年金加入期間において保険料の未

納が無いことから、自身の保険料だけが未納とされていることに納得できない

としているところ、オンライン記録によると、母親については、昭和 39 年２

月頃に国民年金の加入手続が行われ、保険料が納付されていることが確認でき

る。これに対し、申立人については、上述のとおり、申立期間は国民年金に未

加入であることから、加入手続が行われていた母親とは状況が異なり、母親の

保険料が納付されていることをもって、父親が申立人に係る申立期間の保険料

を納付していたものと推認することはできない。 

加えて、Ａ市の国民年金被保険者名簿を見ると、昭和 50 年５月以降の保険

料が納付済みとされ、国民年金被保険者台帳の同年４月の欄には「本月以前納

付不要」と表示されていることが確認でき、オンライン記録との食い違いは無

い。 

このほか、父親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案 7392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 大正 14年生 

 住 所 ：  

   

   

   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年頃から 41年７月１日まで 

昭和 26 年頃から、Ａ社Ｂ支店及びＣ社Ｄ支店（Ａ社からＣ社に名称変更

し、現在は、Ｅ社）に継続して勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険

の記録は 41年７月１日からとなっている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店の複数の同僚（男性）の証言から判断して、期間は特定できない

ものの、申立人が、申立期間において同社Ｂ支店及びＣ社Ｄ支店に勤務してい

たことはうかがえる。 

しかし、Ｅ社は、「当社が保管している厚生年金保険の加入記録を管理する

台帳及び誓約書により、申立人は昭和 41年７月１日に正社員となったと思う。

申立期間当時、正社員以外に多くの日雇労働者がいたが、日雇労働者は、厚生

年金保険に加入させていなかった。申立人は、申立期間については、日雇労働

者として勤務していたものと思う。」と回答している。 

また、申立期間当時のＣ社の事務担当者は、「昭和 40年に公布された法律の

関係で、41 年頃、日雇労働者を正社員として採用した経緯があったと思う。

それ以前は、日雇労働者は厚生年金保険の適用外であり、申立人が一緒に勤務

していたとして名前を挙げた複数の女性労働者も、申立人と同様、申立期間に

おいては日雇労働者だったと思う。」と証言しているところ、オンライン記録

によると、当該複数の同僚は、いずれも申立人と同日（昭和 41 年７月１日）

に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、上記複数の同僚（男性）は、「申立人及び申立人と一緒に勤務して

いた女性労働者たちは日雇労働者だった。時期は不明だが、途中から正社員と



して採用されたはずだ。」と証言している。 

加えて、申立人が名前を挙げた複数の同僚（女性）は、既に死亡しているた

め、周辺事情を調査できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除等について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 7393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年７月 22日 

    ねんきん定期便を見ると申立期間に係る賞与の記録が無いので、標準賞与

額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間に係る賞与明細書を所持していない上、Ａ社は、平成 17

年１月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、元事業主とも連

絡が取れないため、申立人の申立期間に係る賞与額及び保険料控除額を確認す

ることができない。 

また、課税庁から提出された「平成 15 年給与支払報告書」によると、Ａ社

に係る社会保険料額は、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料及び健康保険料の合計額よりも低額となっており、申立人の主張する標準賞

与額に基づく厚生年金保険料が控除されているとは考え難い。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料が控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 7394 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②及び③について、申立人は、厚生年金保険被保険者として厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年 10月 26日から 56年７月６日まで 

             ② 昭和 56年８月から 57年２月 15日まで 

             ③ 昭和 60年３月 10日から同年６月 20日まで 

    申立期間①は、Ａ社に勤務していたが、標準報酬月額の記録が当時の世間

の給与水準に比べ低すぎる額であり、このように低い給与では勤務していな

かったはずである。申立期間②は、Ｂ社へは記録より６か月早い昭和 56 年

８月から勤務しており、給料袋がその証拠である。申立期間③は、Ｃ社を退

社したのは記録より３か月遅い 60年６月 20日に退社した。同社を同日に退

社した同僚が居たので確認し、記録の回復をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社では、「申立期間当時の給与支給額及び厚生年金

保険料控除額を確認できる賃金台帳等の資料については、保存期間経過のため

現存しない。」と回答している上、同社から提出された健康保険厚生年金保険

被保険者資格取得確認通知書によると、申立人の標準報酬月額は11万8,000円

（報酬月額12万円による届出）となっており、オンライン記録の標準報酬月額

と一致していることが確認できる。 

また、申立人の被保険者資格取得日前後に入社した複数の同僚の資格取得時

の標準報酬月額は、申立人より低額な同僚が複数確認できることから、申立人

の標準報酬月額が同僚と比較し不自然である事情はうかがえない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険



料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②について、申立人が提出したＢ社の封筒を使用した給料袋の写し

には、年月日欄の上段に「５６．８．－」の記載があることから、申立期間当

時同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人のＢ社に係る資格取得日は昭和57

年２月15日であり、厚生年金保険の資格取得日と一致している上、同社は、当

時の資料は現存せず不明である旨回答しているものの、当時の事業主は、「人

によって、勤務が続けられるか様子を見て、社会保険の加入を決めていた。」

と証言していることから、申立期間②当時、同社では、入社と同時に厚生年金

保険の被保険者資格を取得させる取扱いを必ずしも励行していなかったこと

がうかがえる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票について、昭和56年７

月から申立人の資格取得日（57年２月15日）まで確認したが、申立人の記録は

見当たらない。 

申立期間③について、Ｃ社の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票によると、資格喪失日が昭和60年３月10日であると確認できるとともに、同

年３月12日に健康保険証が返納されていることが確認できる上、申立人に係る

雇用保険の離職日（同年３月９日）の翌日は、厚生年金保険被保険者資格喪失

日と一致している。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票について、資格喪失日

（昭和60年３月10日）から同年８月までの被保険者記録を確認したが、申立人

の記録は見当たらない上、同社は、「当時の資料が残存せず申立人の勤務、厚

生年金保険の加入等については不明である。」と回答しているとともに、申立

期間③に被保険者記録のある複数の同僚についても申立人を記憶している者

は一人もいないことから、申立人の申立期間③に係る勤務実態及び厚生年金保

険の適用について確認できない。 

さらに、申立人が同時期に退社したとする同僚は、関連会社からの出向者で、

昭和60年３月１日に当該関連会社に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失

し、同年４月１日以降は別の事業所に勤務している記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②及び③における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 7395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

 住 所 ：  

   

   

   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 10月から 56年９月まで 

    私は、昭和 55 年７月にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店へと転勤した。同社同

支店に転勤後は役職手当が付き同社Ｂ支店在籍時（標準報酬月額は当時の

最高等級額）よりもさらに高額の給与の支給を受けていたはずであるにも

かかわらず、年金記録を確認すると、同年 10月の標準報酬月額の最高等級

改正に併せて、同社Ｃ支店での標準報酬月額が変更されていないことに納

得ができない。 

    申立期間について、適正な標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が主張する昭和55年10月の法改正による標準報酬月額の最高等級等

の引き上げについては、「厚生年金保険法の一部改正に伴う標準報酬の改定等

の取扱いについて（昭和55年10月31日庁保険発第20号通知）」によると、ⅰ）

本年７月１日から９月30日までの間に被保険者の資格を取得した者について

は、当該資格取得届による報酬月額に基づき改定すること、ⅱ）健康保険組合

が設立されている事業所の被保険者については、上記に準じて改定することと

されており、当該被保険者について、本年10月１日における報酬月額が33万円

以上である者については、改正法に基づく同月の標準報酬月額を記載すること

とされている。 

しかし、申立人が主張する当該通知に基づく標準報酬月額の改定については、

申立人のＡ社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿の標準報酬月額の変せ

ん欄に、「55.10法改」の記載が無く、Ａ社から提出された申立期間の厚生年金

基金の報酬標準給与は、当該厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録の

標準報酬月額と一致していることから、当該通知に基づく改定が行われていな



いことが推察される。 

また、Ａ社は、「申立期間については現在の年金記録に基づく保険料の控除

及び納付をしていたものと考えられるが、申立人のＡ社Ｃ支店に係る被保険者

資格取得届及び申立期間当時の給与等の関連書類は保存しておらず報酬月額

及び保険料控除額等については不明であり、当時の報酬月額の計算方法等につ

いても分からない。」と回答している。 

さらに、Ｄ健康保険組合は、「関係書類の保存期間経過により申立人の標準

報酬月額の記録は確認できない。」と回答していることから、申立期間につい

て、申立人が主張する標準報酬月額及び保険料控除額について確認できない。 

なお、申立人は、「Ａ社Ｃ支店在籍時に大幅に昇給した記憶は無いにもかか

わらず、昭和56年10月から標準報酬月額が大きく上がっている。」としている

が、昭和56年10月の標準報酬月額は、上記厚生年金保険被保険者名簿の標準報

酬月額に遡及訂正等の不自然な処理が行われた形跡は無く、上述の厚生年金基

金の報酬標準給与と一致しており、不自然とは言えない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 7396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年７月６日から 41年２月 26日まで 

             ② 昭和 41年３月 28日から 45年４月１日まで 

    私は、申立期間について、脱退手当金を受給した記憶は無いので、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当

金裁定請求書には、申立人の住所、氏名、申立期間①及び②に係る事業所名及

び当該事業所の所在地が記載されていることが確認できるところ、申立人自身

が、「裁定請求書に記載されている字は、自分が書いたものである。」と述べて

いることから、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられ

る。 

また、当該脱退手当金裁定請求書が社会保険事務所(当時)に提出されており、

当該社会保険事務所では、脱退手当金支給決定伺を作成して決裁を得るなど適

正に裁定手続を行っていることが確認できる上、申立人の申立期間に係る最終

事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に

計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日か

ら約２か月後の昭和 45年５月 26日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 7397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月３日から 38年８月 21日まで 

             ② 昭和 38年９月２日から 40年７月１日まで 

    脱退手当金の支給を受けた記憶が無いので、申立期間について、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約５か月後の昭和 40年 11月 24日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に係る厚生年金保険脱退手当金支給報告書には、申立期間①及

び②に係る脱退手当金の支給額、被保険者期間、支給年月日等が記載されてお

り、その内容はオンライン記録と一致していることが確認できる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 




